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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１５日 

件 名  公立園の役割と施設更新の方針について 

所 管 部 課 名 子ども家庭部 子ども施設運営課、子ども政策課 

待機児対策室 待機児ゼロ対策担当課 

内 容 

 これまで、保育ニーズの増加・多様化に対応するため、公立園

の民営化や保育所の整備を計画的に進めた結果、待機児童の解消

については、一定の成果がでたところである。 

 引き続き、多様化する保育ニーズに適切に対応しながら、保育

の質の維持・向上を図るため、公立園の役割を整理し、今後の人

口推計及び保育需要、地域バランス等を考慮した推計を行った。

その結果に基づき、以下の方針を策定したため報告する。 

１ 公立園の役割 

 保育ニーズがより一層多様化していることを踏まえ、これ

まで庁内外で検討を続けてきた結果、地域において公立園が

果たすべき将来的な役割を以下の３点に集約した。 

（１）教育・保育の拠点機能 

  ア 地域子育て支援の拠点 

  イ 小規模保育・保育ママの支援 

  ウ 発達支援児の対応モデルの構築と私立保育園へのノウ

ハウの提供 

（２）地域のセーフティネット 

  ア 医療的ケア児受け入れの実施 

  イ 災害時の受け入れの実施 

  ウ 虐待、養育困難家庭等の児童の緊急的な受け入れ 

（３）保育人材育成の場 

  ア 園運営や支援・連携のスキルを備えた人材の計画的な

育成 

  イ 地域の保育施設の人材育成 

 ２ 保育需要等の推計方法（５ページ参照） 

 （１）未就学人口 ※に基づき、保育需要の想定を行い、公共施

設等総合管理計画スケジュールに反映させる。 

    ※足立区人口推計（令和２年２月）の低位推計による 

 （２）存続園判断のため、総合管理計画の各期における適正な

保育需要を算出する。 
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 （３）私立保育施設は現状の施設数を前提とし、公立園 

   （４７園[直営園３０、指定管理園１７]）のみで調整を行

う。 

 ３ 公立園の役割を踏まえた施設更新の考え方（方針） 

（１）公立園の役割と保育需要等の推計に基づき、公立園１６

園を地域における中心的な役割を担う「拠点園」と位置づ

け、存続させる（６ページ参照）。 

１６園は現時点での暫定目標数であり、拠点園の役割検

証、保育需要の動向等を踏まえ、必要に応じて見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）拠点園以外（指定管理、公設民営認可外施設を含む）に

ついては、毎年策定する「足立区待機児童解消アクショ

ン・プラン」における地域ごとの需要分析等を踏まえ、各

施設の更新時期に「民営化」「統廃合」等の方針を決定す

る。 

【拠点園の選定理由】 

 拠点園の選定にあたり、保育需要と地域バランスがと

れている千住地域をモデルとして、以下のとおり、選定

の際の前提条件を付した。なお、個別の選定理由につい

ては、以下のとおりである。 

[選定にあたり考慮した条件] 

ア １拠点園あたりの私立施設、事業者数が概ね２０事

業者前後となること 

イ １拠点園あたりの就学前人口が概ね２，０００人前

後となること 

ウ 子ども・子育て支援事業計画に合わせて区内を６区

域に分け、１拠点園あたりの保育需要数が概ね 

１，０００人前後となること 

[個別の選定理由] 

ア 区単独で計画的な施設更新が可能な園（１０園） 

イ 区直営の幼児教育施設を有する園（１園） 

ウ 上記にそぐわないが、地域に保育施設がない(４園) 

  ※都住等更新時に余剰地での建替を検討 

エ 建替え済み都住併設（１園） 

  ※建替時に保育園も更新済み。すでに一時保育室な

どが整備されている。 
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（３）施設更新にあたっては、公立園の役割を踏まえた戦略的

な視点を盛り込み、「足立区公共施設等総合管理計画の個

別計画」で具体化していく。 

４ 期別推計 

各期当初において存続する保育施設数は以下のとおりであ

る。 

 第１期（平成２９年～令和６年） 公立園 ４７園 

    第２期（令和７年～１４年）   公立園 ４４園 

    第３期（令和１５年～２２年）  公立園 ３５園 

    第４期（令和２３年～３０年）  公立園 ２４園 

    第５期（令和３１年～３８年）  公立園 １８園 

    第５期終了時点（令和３９年当初）公立園 １６園 

 

 

問 題 点 

今後の方 針 

 各期における詳細な園については、本方針を踏まえて、「足立

区公共施設等総合管理計画の個別計画」（令和２年度中に策定予

定）で具体化させていく。 

 



保育需要率・保育利用率の推移（想定）

公共施設等総合管理計画

公  立  園  数

公立園削減数
（R２～R３８年度）

合計　３１園減

第１期（H29～R6）
Ｒ２．４

第２期（R7～R14）
R７．４

第３期（R15～R22）
R１５．４

第４期（R23～30）
R２３．４

第５期（R31～R38）
R３１．４

第５期終了時点
R３９．４

４７園 １８園４４園 ３５園 ２４園 １６園
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≪拠点園の選定理由≫ ※記載の園は、地域の状況等を踏まえた、現時点での暫定目標園である。 

① 単館園（１０園）      … 区単独で計画的な更新が可能である 
② こども園のモデル（１園）  … 区直営の幼児教育施設を保持する 
③         （４園） … 上記には当てはまらないが、地域に保育施設がない 

              （都住等更新時に余剰地での建替を検討） 
④ 建替済み都住併設（１園） … 建替時に保育園も更新済み。すでに一時保育室など整備されている 
 

都住・ＵＲ団地併設 
①②③④は、 
≪拠点園の選定理由≫ 
の番号に対応する 

【提供区域３】
梅田・中央本町

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 21.3事業者

就学前人口 1,797人

保育需要数 876人

【提供区域５】
江北・鹿浜・舎人

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 24.3事業者

就学前人口 2,211人

保育需要数 1,002人

【提供区域６】
新　田

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 12事業者

就学前人口 987人

保育需要数 470人

［凡例］

【提供区域●】
地域名

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 ××事業者
令和3年4月1日時点

（※指定管理含む）

就学前人口 ××××人

保育需要数 ××××人
令和2年4月1日時点

【提供区域１】
千　住

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 22.5事業者

就学前人口 1,687人

保育需要数 920人

【提供区域４】
竹の塚・六町

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 20.3事業者

就学前人口 1,933人

保育需要数 879人

【提供区域２】
綾瀬・佐野

拠点園1園
当たりの数

私立施設・事業者数 19.3事業者

就学前人口 1,954人

保育需要数 919人

6 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１５日 

件 名 【追加】足立区立新田三丁目なかよし保育園の運営について 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

内 容 

足立区立新田三丁目なかよし保育園（以下、「同園」）の運

営と、これに関連した南流山福祉会（以下、「同法人」）の動

向について、これまでの経過と今後の方針について報告する。 

 

１ 同園の運営経過等 

（１）開園時の方針 

同園は、平成２５年７月に新田地域の一時的な保育需要

を見込み、プレハブ園舎として設置し、同法人を指定管理

者に指定し運営してきた。 

設置当初から１０年を目途に閉園することを想定し、園

舎のリース契約等を行っている。 

 

（２）閉園の判断 

令和２年１０月には、最新の保育需要予測から、同園を

除いた新田地域の定員数で保育需要を確保できる見込みで

あることが確認できたため、設置当初の予定どおり令和５

年３月で閉園することとし、保護者説明会を実施した。 

 

（３）債権差押命令 

千葉地方裁判所松戸支部から債権差押命令（当区と流山

市を第三債権者と指定、１１月２日付）が届き、同法人へ

支払う予定の運営費を差押えられる事態となった。 

 

（４）上記（３）への対応 

同法人に対し、当該差押えに関する対応及び法人運営の

現状と今後について、文書にて説明を求めるとともに、同

法人が同園を運営できなくなった場合を想定し、同園職員

の従事の継続を含め、区直営とする準備を進めてきた。 

 

（５）区直営の決定 

同法人は、差押えに対し和解を前提に原告側と協議して

きたが、そのための資金が不足することから、他法人等に

支援を求め、事業譲渡等の交渉を重ねてきた。 

しかし、１１月２６日の同法人理事会において、同園の

指定管理者の指定を解除する決議を行い、当区へ文書を提
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出した。 

以上のことから当区は、１１月３０日付けで同法人を同

園の指定管理の指定から解除し、区直営園として運営する

こととした。 

１１月２８日には緊急保護者説明会を開き、１２月１日

以降の運営体制について保護者へ理解を求めた。 

また、１２月３日に新田地区連絡協議会へ説明を行った。 

 

２ 同園の区直営の概要 

（１）基本方針 

① 教育委員会として、すべての方に保育サービスを提

供する。 

② 時間がない中での対応であり、新田三丁目なかよし

保育園においては、直ちに十分に体制が整えられな

いため、区立新田わかば保育園との連携を前提とす

る。 

※ 同園の運営は、園児にも保護者にも安定した保育

を提供することを第一に、子ども家庭部全体で、人

的・物的支援体制を構築し実施している。 

 

（２）区職員の配置（１２月１日現在） 

園長 １人、主任 １人、職員 ５人、 

会計年度任用職員 ３人、計１０人 

（うち継続した職員 ３人） 

 

（３）保育サービス 

① 基本的な保育サービスは変更なし。 

② 法人独自で実施していた体操教室、英語教室などは 

実施しない。ただし、保護者の主体的な活動で補完

することで調整中。 

③ １２月７日から給食調理委託とするまで、簡易的な

給食とした。３歳から５歳の園児には、新田わかば

保育園にて給食を含めて連携して保育を行ってい

る。 

 

（４）子どもや保護者の心理面でのサポート 

① １２月中、週一回程度子どもの行動観察を行う。 

② 不安や心配事を相談できるようこども支援センター

げんきの相談窓口を案内している。 
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【補足】 

１ 南流山福祉会のこれまでの運営経緯 

（１）南流山福祉会は、理事会が機能しておらず、理事長の

座の争い、運営が不明瞭な会計処理、複数年にわたる決

算の遅れなどがあった。 

 

（２）平成２８年度末、千葉県知事より選任された役員が理

事会に加わり、問題点の洗い出し、債務の調査、遅れて

いた財務処理が行われた。 

 

（３）遅れていた２７年度以降の決算処理も３１年度分まで、

課題はありながらも理事会の承認を得るに至っている。 

 

（４）現在、資金不足を自力で解消することが難しいため、

他の法人への資金面での協力を依頼し立て直しに努めて

いる。 

 

２ 同園のこれまでの直営に至った経過及び同法人の動向を

まとめた「経過概要」（１１ページ参照）を添付する。 

 

【参考】 

足立区立新田三丁目なかよし保育園（概要） 

１ 施設住所 

足立区新田三丁目１７番１４号 

 

２ 開園（予定）期間 

平成２５年７月１日から令和５年３月３１日まで 

 

３ 施設定員 

 

 

 

 

４ 解除した指定管理者の概要 

名 称  社会福祉法人 南流山福祉会 

理事長  西臣 正男 

所在地  千葉県流山市南流山七丁目５番１号 

運営園  私立日ノ出町保育園（足立区） 

私立流山なかよし保育園（千葉県流山市） 

１歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

６名 ８名 １０名 １０名 １０名 ４４名 
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問 題 点 

今後の方針 

 

１ 新田三丁目なかよし保育園については、現在在籍している

園児及び保護者からの要望を十分に受け止め、不安の無いよ

う対応していく。 

２ また、同園の運営終了時期については、現時点では令和５

年３月とし、保護者の転園動向や新田エリアの待機児童の状

況などを見ながらより適切な方法で実施していく。 

３ 指定管理者であった同法人については、運営費の精算を進

め、残金が発生すれば適切に対処していく。 

４ 同法人が運営する日ノ出町保育園に関しても、同法人の動

向等と同様に、適宜、議会への報告を継続していく。 

５ 今後、このような事態の発生防ぐため、指定管理者の指導

を徹底していく。 

６ 法人本部については、区内に法人本部がある社会福祉法人

以外は、区として指導をすることができないが、所管する都

道府県や市区と協力するとともに、区としてできることを検

討していく。 
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経 過 概 要 

令和２年１２月１５日 

日付 新田三丁目なかよし保育園の主な動き （◆＝法人関連） 

令和元年 

6月 25日 
職員の給与支払遅延が発生（27日に支払確認） 

令和 2年 

1月 6日 

千葉県が南流山福祉会（法人）に計算書類等の未届出、不適正な

会計処理等についての勧告実施◆ 

6月 16日 
流山なかよし保育園元園長等の給与未払訴訟により、５千万円超

の賠償金判決が出る◆ 

6月 30日 職員の賞与支払の遅延が発生（7月 10日に支払確認） 

7月 14日 区が法人に賞与支払遅延についての説明を求める文書を送付◆ 

7月 29日 法人の口座が差押えとなる◆ 

7月 29日 

～30日 

区が法人へ運営資金残高の状況確認、今後の法人運営についての

ヒアリング実施◆ 

8月 7日 区が法人に今後の資金繰りについて説明を求める文書を送付◆ 

8月 21日 千葉県が法人勧告内容についての公表実施◆ 

9月 10日 法人から説明文の提出がなく区から再度提出を促す文書を送付◆ 

10月12日 令和 5年 3月末で閉園することについて保護者説明会通知送付 

10月23日 閉園について保護者説明会開催① 

10月24日 閉園について保護者説明会開催② 

11月 4日 
11月 2日付で千葉地方裁判所より給与未払訴訟に伴う、足立区・

流山市が運営費支払の差押命令を受ける 

11月10日 法人関係者からの状況報告と今後の対応について①◆ 

11月11日 
新田三丁目なかよし保育園職員への説明① 

差押について緊急保護者説明会の通知送付 

11月13日 
法人理事長と協議、区から法人へ園運営に関する文書照会◆ 

新田三丁目なかよし保育園職員への説明② 

11月17日 法人関係者からの状況報告と今後の対応について②◆ 

11月18日 法人主催の協議会実施、裁判和解期日◆ 

11月19日 新田三丁目なかよし保育園職員への説明③ 

11月20日 
東京法務局へ差押えに伴う供託金の支払実施 

差押えについて緊急保護者説明会① 

11月21日 差押えについて緊急保護者説明会② 

11月26日 法人理事会にて指定管理者の指定解除を決議（区が文書受領）◆ 

11月27日 聴聞実施（法人欠席）◆ 

11月28日 区直営について緊急保護者説明会 

11月30日 区が法人の指定管理者の指定を解除する決定◆ 

12月 1日 区が新田三丁目なかよし保育園の直営を開始 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１５日 

件 名  小規模保育事業、家庭的保育事業への支援の延長について 

所 管 部 課 名 子ども家庭部子ども施設入園課 

内 容 

１ 小規模保育事業 

令和２年度、私立認可保育所の開設（２０園）の影響を受け、

小規模保育事業の入所率が例年に比べ低下していることから、６

月補正予算で予算計上し、０歳児の欠員（定員－在籍児童）に対

し補助を行っている。 

例年１０月には、０歳児の入所率はほぼ１００％となるため、

補助期間を４月から９月の６か月間と見込んでいたが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響等により、１０月時点での入所率も大幅

に減少していることから、以下のとおり補助期間を延長する。 

（１）０歳児の入所率 

     月 

年度 
４月 １０月 

令和２年度 ３５％ ６５％ 

令和元年度 ６２％ ９９％ 

 

（２）補助期間の延長 

   当 初：令和２年４月～令和２年９月 

   延長後：令和２年４月～令和３年３月（６か月間延長） 
 

（３）必要経費 

   約３，９２５万７千円（１２月補正予算で計上予定） 

   ※令和２年度合計：約９，０５４万円（見込） 

 

２ 家庭的保育事業（保育ママ） 

受託児が０名の保育ママを対象に実施している保育施設の維持

管理経費及び保育従事者等の人件費の補助についても、令和２年

度は以下のとおり延長する。 

（１）受託児が０名の保育ママ 

     月 

年度 
４月 １０月 

令和２年度 １４名 ７名 

令和元年度 ７名 ０名 

 

（２）補助期間の延長 

当 初：延べ６か月 

   延長後：延べ１２か月（６か月間延長） 
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（３）必要経費 

約５００万円（既存予算で対応） 

 

３ 令和３年度の対応について 

  令和３年度は、私立認可保育所の開設や新型コロナウイルス感

染症の影響がある程度緩和すると考えられるため、引き続き当初

設定した補助期間とし、補助期間の延長については、年度途中の

入所率の推移を見極めた上で判断する。 

 

【参考】補助内容 

１ 小規模保育事業 

（１）要件 

  ア ０歳児の入所率が８０％未満 

  イ ０歳児の定員が６人以下 

（２）補助内容 

０歳児の欠員１名につき、公定価格の基本分単価の２分の１

の額を補助する。 

ア Ａ型（保育士１０割） 月額１２万２，６００円 

  イ Ｂ型（保育士６割以上）月額１０万２，３００円 

 

２ 家庭的保育事業 

（１）要件 

受託児０名の家庭的保育事業者 

（２）補助内容 

  ア 保育施設維持管理経費 

    月額８万７，５００円（公定価格基本分単価の２分の１） 

  イ 保育従事者等雇用経費 

    月額７万２，０００円 

 

問 題 点 

今 後 の 方 針 

 

 

小規模保育事業への必要経費については、１２月補正予算にて予

算計上を行う。 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１５日 

件 名 保育定員の確保方針について 

所 管 部 課 名 待機児対策室 待機児ゼロ対策担当課、子ども施設整備課 

子ども家庭部 子ども政策課、子ども施設運営課、子ども施設入園課  

内 容 

 私立保育施設の経営安定を支援しながら、令和３年度以降も待機

児童解消を継続・維持するため、保育定員の確保方針を定めたので

報告する。 

１ 今後の保育需要数及び入所率について 

  令和２年度から令和６年度にかけて保育需要数が約９００人増

加（※）し、区全体の平均入所率は、令和２年４月の８４％から、

令和６年４月には全国平均と同等の９０％（ほどよく埋まった状

態）まで改善すると予測している（下図１参照）。 

  将来的に必要となる保育定員を確保しつつ、現行施設数を維持

する必要がある。ついては、次頁「２ 対応方針」により、空きが

集中している私立保育施設の経営安定化を支援する。 

 ※ 「第２期足立区子ども・子育て支援事業計画」における量の見込み

に、新人口推計（令和２年２月）を適用する等の補正を行い算出した

予測値（令和２年８月２１日「子ども・子育て支援対策調査特別委員

会」報告） 

◆ 図１ 保育需要数・入所率の想定（令和６年度まで） 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

※ 利用定員変更に伴う給付費の単価上昇による差額（コスト） 

  （次頁３の【参考】を参照） 

 

 

現行施設数を維持することで、令和６年度は待機児童解消を 

維持しながら、入所率も適正水準に改善する見込み 
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２ 対応方針 

（１）私立認可保育所及び小規模保育 

   下記３の手法に則り、入所率が一定基準以下である等、客観

的な基準に該当する施設を「経営が困難である」と判断し、令

和３～６年度の期間中、定員変更を実施する。 

（２）区立直営園 

 空きの多い地域・年齢クラスの募集人数を縮小（令和３年４

月入所は４３人分）し、地域の保護者等に対する子育て支援を拡

充する。 

（３）検証・見直し 

 毎年、保育需要の状況を踏まえ、本方針の検証を行う。定員

変更した施設において、令和６年度までに空きが縮小した場合

は、順次、定員を元に戻す。また、空きが縮小しない場合は、

区立園（指定管理含む）の統廃合等、更なる対策を検討する。 

 

３ 定員変更の手法  

  私立認可保育所及び小規模保育の定員変更については、下記に

より協議・決定する。 

（１）対象施設 

 私立認可保育所・小規模保育のうち、入所率が９０％（新設園

は１年目４５％）以下等、一定の基準に該当する施設に限定す

る。 

（２）対象地域・年齢クラス 

   定員変更の対象となる地域・年齢クラスは、空き、保育需要

の予測及び保育定員の増減見込みを踏まえて区で決定する。 

（３）定員変更の種類 ※現状は全ての施設で認可定員＝利用定員 

   保育士の継続雇用のため、原則として、利用定員を変更する。 

種類 内容 給付費 基準保育士数 

利用定員 

・認可定員の範囲内で区

が定める定員 

 （給付費単価を規定） 

定員が減ると 

単価が上昇 

定員が減って

も 減らない 

認可定員 ・東京都が認可した定員  
定員が減ると

減る場合あり 

 【参考】給付費の決定方法 

  給付費（年額）＝ 単価（月額）×在園児童数×１２月 

   

 
利用定員数が少ないほど高い 
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◆図２ 認可保育所における定員変更実施イメージ 

 

 

４ 影響（令和３年度） 

（１）定員変更する私立保育施設数の想定［最大１６施設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従 来 あるべき姿 現 状 

定員は埋まっている 

（待機児童が出る） 

ほどよく埋まっている 

（待機児童は出ない） 

一部の園に空きが集中 

（待機児童は出ない） 

・利用定員 １００人 

・平均単価   ９３千円 

・在籍児童 １００人 

・利用定員  ９０人 

・平均単価 １００千円 

・在籍児童  ８０人 

・利用定員 １００人 

・平均単価  ９３千円 

・在籍児童  ８０人 

 [給付費］ 

 １１１，６００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各種加算を除く 

[給付費］ 

  ９６，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各種加算を除く 

[給付費］ 

  ８９,２８０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各種加算を除く 

利用定員を変更することで、実態に見合った給付費に近づける 

※1 入所率 90％以下 

 （新設 1年目 45％以下等） 

※2 入所率 60％以下、かつ定員変更 

  の意向がある施設 

利用定員変更 

令和２年１０月時点の見込み 
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（２）定員変更の見込み［最大１７５人減］    （単位：人） 

 

（３）コスト（令和３年度予算） 

   上記の想定に基づき、私立保育施設１６施設で定員変更した

場合、年間約５，０００万円（うち区負担１，３００万円）の

給付費増 となる見込み。 

 

 【参考】単価の適用例 

 ・ 認可保育所の給付費の単価は、「子ども・子育て支援法」に 

基づき、利用定員数１０人ごとに設定している。 

 ・ 利用定員数を１段階下げると、在園児１人あたりの単価は月

額約７千円上がり（下表）、在園児数一定の場合、給付費増

となる。 

 

 

 

種 別 施設数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 4 歳 ５歳 計 

直営園（募集縮小） 15 施設 0 0 -23 -12 -7 -1 -43 

私立認可保育所 13 施設 0 0 0 -22 -48 -49 -119 

小規模保育 3 施設 -2 -5 -6    -13 

計 31 施設 -2 -5 -29 -34 -55 -50 -175 

利用定員数 ０歳児 1・2歳児 3歳児 4・5歳児 

91～100人 214,980円 125,140円 63,070 円 45,350 円 

81～90人 222,180円 132,340円 70,420 円 52,700 円 

単価差額 +7,200 円 ＋7,200円 +7,350 円 ＋7,350円 

問 題 点 

今後の方針 

・ 幼児教育・保育の無償化に加え、新型コロナウイルス感染症拡

大により保育需要の先行きは一層見通しづらくなっている。毎

月の入所申込状況や妊娠届時の意向調査を分析し、需要動向の

変動を早期に把握していく。 

・ 本方針及び「公共施設等総合管理計画の個別計画」における区

立保育施設の建て替え・統廃合計画を盛り込み、令和３年３月

を目途に「足立区待機児童解消アクション・プラン（令和２～

６年度版）」を改定する。 
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